
 

国土強靱化 民間の取組事例 228  被害者等の支援 

地域を守る！ ▶被害者等の支援 21 復旧・復興を支援する 

228 森林パトロールと県との協定の締結 

取組主体【掲載年】 法人番号 事業者の種類【業種】 実施地域 

宮崎県森林土木協会 
【平成 27年】 

- インフラ関連事業者 
【農業，林業】 

宮崎県 

 取組の概要 

 森林土木に携わる建設業者が、森林をパトロール 

 平成 21 年 8 月、地域の安全・安心の確保・向上を図る

とともに災害支援活動の円滑な実施を図るため、宮崎県

と宮崎県森林土木協会の間で「 山地災害防止等支援活動

に関する協定」を締結した。 

 同協会には県内 9支部があり、県内各地に会員企業「 189

社、全て森林土木に携わる建設業者）が所在している。

会員企業は、宮崎県との協定に基づき、地震、台風、集

中豪雨等で甚大な被害が見込まれない場合であっても自

主的に林道等のパトロールを実施し、異常箇所等を発見

した場合には、直ちに各協会支部をはじめ地元市町村等に被災状況を連絡する体制としている。 

「  

 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

 取組に至る経緯と実績 

 宮崎県は、過去台風の常襲地帯であり、平成 16～平成 18 年度には、これまでに経験したこと

のない大きな被害が発生している。 

 平成 17 年 9 月の台風 14 号では、県内で約 1,303 億円の被害を受けた。そのうちの約 4分の

1にあたる約314億円が森林関係(山地・治山・林道施設等)の被害であった。 

 同協会は、平成 23 年度に林野庁からの依頼を受け、宮崎県内の危険箇所約 4,400 ヶ所の調査

や災害時の救援活動等に取り組んでいる。 

県内を9つに分け、きめ細かく対応 

 県と同協会の 山地災害防止等支援活動に関する協定」は、県内にある 9 支部が県出先農林振

興局長と協定を締結する形となっている。管轄区域内で災害等が発生し、早急な情報収集「・支援

活動等が必要な場合には、振興局と各支部間で連絡協議を行い、同区域内の会員に対して当協

会支部長から指示を出すことにより、早急な対応を図ることとしている。なお、協定には各支部

の会員名簿、連絡体制表等を添付するとともに、異動の都度、随時変更も行っている。 

 県出先機関だけでなく、地元市町村をはじめ、地元消防団、地域自治会等とも連携することによ

り、いわゆる官民一体となった被災情報の交換や支援体制の整備を図っている。 

▲土砂崩れ現場での作業 
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 防災・減災以外の効果 

 活動の実績が、入札の際に加点評価に 

 平成 21 年度から新たに導入された宮崎県の入札制度である 総合評価落札方式」の評価項目

 企業の地域社会貢献度」において、 地域貢献「・災害時の協力体制」の評価基準に合致するも

のとして、この協定締結・活動実績等を加点対象とすることになっている。 

 

 


